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各部門の主要な施策の成果

１．総務部門
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

企 画 費 5,965,739円 市制の大きな節目を祝うとと市制施行60周年記念事業

224,091,977 もに、市民協働により多くの事

市制施行60周年という大きな節目の年に当たり、記念式典の開催 業が実施されたことで、ふるさ

を始め、様々な実施主体が記念事業（市主催：16事業、民間主催： とへの愛着、持続可能なまちづ

23事業）を実施することで市民意識の高揚を図った。 くりへの意識の高揚が図られた。

・むつ市制施行60周年記念式典等実行委員会負担金 5,151,239円

・市勢要覧2019作成費（2,500冊） 526,500円

・その他事業費 288,000円

7,988,000円 東北では初の試みとなる本格イルカとの共創「むつわんドルフィン」推進事業

的なイルカふれあいビーチを開

市、NPO法人、浅虫水族館、大学等研究機関、漁協、商工・観光 設し、カマイルカの生態調査研

団体により構成されるむつわんイルカふれあい協議会に対し負担金 究を実施するとともに、イルカ

を交付し、イルカウォッチング講習会、生態調査、ドルフィンウォ 体験会を開催することで、新た

ッチング基礎調査、イルカふれあいビーチ開設、イルカ体験会等の な地域資源への着目、自然環境

事業を実施した。 保護意識の高揚が図られた。

○むつわんイルカふれあい協議会負担金 7,988,000円

6,198,000円 バス路線の廃止等により、代廃止路線代替バス運行費補助金

替バスを運行している事業者へ

地域住民の生活交通の確保を図り、住民の利便性及び福祉の向上 運行費の補助をすることにより

に資するための補助金を交付した。 沿線住民の交通手段の確保が図

られた。

○補助金交付団体 有限会社むつ車体工業

有限会社脇野沢交通

○補助金の内訳

・川内湯野川線 2,954,000円

・九艘泊線・源藤城線 3,244,000円

56,589,900円 脇野沢地区住民の生活航路とむつ市離島航路運航維持事業費補助金

して、また有事の際の防災航路

佐井村からむつ市脇野沢地区を経由して青森市までの間を連絡す としても活用できる重要な航路

る離島航路の維持を図るため、運航によって生じる経常損失につい が確保された。

て、当該旅客定期航路事業者であるシィライン株式会社に対し補助

金を交付した。

○補助金交付団体 シィライン株式会社
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

企 画 費 10,379,000円 人口減少等による輸送人員の地域公共交通確保維持改善事業費等補助金

（続き） 減少により経営が悪化している

地域住民の生活交通の確保を図り、住民の利便性及び福祉の向上 路線バス事業者に対し補助金を

に資するための補助金を交付した。 交付することにより、生活バス

路線の運行維持が図られた。

○補助金交付団体 下北交通株式会社

ジェイアールバス東北株式会社

○補助金の内訳

・むつ・佐井線(むつバスターミナル～佐井車庫) 2,345,000円

・むつ線 (むつバスターミナル～大畑駅) 1,190,000円

・尻屋線 (むつバスターミナル～尻屋) 1,299,000円

・泊線 (むつバスターミナル～泊車庫) 423,000円

・野辺地線 (むつバスターミナル～野辺地駅) 2,777,000円

・下北線 （田名部～脇野沢） 2,345,000円

72,003,475円 令和元年度は、151,077,500円ふるさと納税関連費

の寄附をいただいた。

寄附をいただいた方にお礼の品をお送りし、地域の産業や企業の

魅力をPRする。

また、むつ市及び特産品のPRを拡大し、リピーターの獲得を狙

う。

【寄附金申込使途別収入】

・ジオパーク推進事業 528件 9,457,500円

・安心して暮らせるまちづくりの推進 5,712件 95,989,000円

・次代を担う子どもたちのひとづくり 1,627件 28,323,000円

・産業振興の促進 1,016件 17,308,000円

合 計 8,883件 151,077,500円

【返礼品の状況】

○受付実績 9,124品

○寄附者への謝礼 53,466,967円

○返戻率 30％以内
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

企 画 費 川内庁舎を訪れる市民は、美ＡＩＲ ｉｎ ＭｕｔｓｕＫａｗａｕｃｈｉ（滞在型地域連携アートプロジェクト

（続き） 2,172,872円 大生へ気軽に声をかけ、絵画の川内）

制作過程を興味深く見つめな

むつ市川内地区に芸術家や学生等が一定期間滞在しながら作品制 がら、芸術活動を身近に感じる

作を行うことで、地域との交流や協働を生み、地域に賑わいをもた ことができた。

らすとともに、地域における芸術の普及や観光資源としての活用を 川内小学校５､６年生を対象

図り、交流人口の拡大を目指した。 にした「アートスクール」で

東北芸術工科大学（山形市）美術課程の卒業生・在学生を対象に は、市の特産品や景勝地等を題

募集を行い、招聘者３ を決定した。川内庁舎及び大学に持ち帰っ 材とした「行灯づくり」を行人

て作品制作に取り組み、100号（1620㎜×1303㎜）の大型絵画３点が い、子どもたちとの交流を深め

完成し、ジオサイトのスケッチ画とともに川内庁舎で常設展示して た。

いるほか、本庁舎応接室へ大型絵画を移動展示し、市民の鑑賞等に 地域住民と美大生が語り合う

供している。 「ふれあいトーキング」では、

川内地区の魅力を再発見すると

「委嘱状交付式」 ともに、芸術に対する関心を高

・開 催 日 令和元年９月２日（月） めることができた。

・開催場所 本庁舎応接室 ジオサイトなどの観光名所や

「アートスクール」 絵画制作現場のＳＮＳ発信、マ

・開 催 日 令和元年９月５日（木） スコミ報道等により市のＰＲが

・開催場所 川内小学校 図られた。

人・参加者数 35

「ふれあいトーキング」

・開 催 日 令和元年９月７日（土）

・開催場所 川内庁舎

人・参加者数 16

「絵画完成お披露目式」

・開 催 日 令和２年２月15日（土）

・開催場所 川内庁舎市民ホール

人・参加者数 48
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

原 子 力 広 報 9,664,676円 市民を対象とした施設見学会原子力広報調査対策事業

調 査 費 の開催及び原子力に関する研修

10,012,796 会への職員派遣により、原子力原子力に関する知識の普及、地域住民の生活に及ぼす影響に関す

発電の仕組みや発電所の安全対る調査等に係る事業を実施。

策、使用済燃料中間貯蔵施設の

概要と核燃料サイクル事業等に○市民を対象とした原子力発電所等見学会

発電所 参加者： ８ ついて知識を取得する機会を提・ 東海第二 」 （公募） 人「

〃 （団体：高校） 参加者： 21 供できた。人

・｢リサイクル燃料備蓄センター、大間原子力発電所建設現場」 また、関連図書やパンフレッ

トの購入・頒布を通じて、原子（団体：高校） 参加者：156人

・ 日本原燃株式会社」 （団体：高校） 参加者： 29 力やエネルギー、地球環境等に「 人

・ 幌延深地層研究センター （団体：公募） 参加者： 17 関連する情報を身近に得ること「 」 人

のできる環境の整備に努めた。

○ＦＭラジオ放送

・令和２年１月20日～２月16日までの間、原子力やエネルギー

全般に関する正しい情報を提供（全20回構成の番組を月～金

は朝、昼、夕各５分、４週に渡って放送。土・日の日中には

その週の５回分をまとめたものを放送。計28日間で68回放送）

○パンフレット等広報

・県発行情報誌（モニタリングつうしん、原子力だよりAE）

毎戸配布 ……… 各４回／年

職員研修等○

原子力関連研修への参加 人……… 参加職員 延べ25
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

再 生 可 能 「燧岳地熱座談会」及び「先燧岳周辺地域地熱開発理解促進事業 1,079,301円

エ ネ ル ギ ー 進地見学会」の実施において、

推 進 費 地元住民等を対象とした 小規模開催のメリットを活かし燧岳における地熱開発を推進するため、

149,037,795 座談会等を開催したほか、地熱先進地見学会を開催するなど て、きめ細かくわかりやすい内、地熱

容としたことで、地元住民等へ開発についての理解促進を図った。

の地熱開発についての理解促進

○「燧岳地熱座談会」の開催 を図ることができた。

《第１回》 令和元年６月29日（土）

・大畑町木野部地区（ 人木野部地区公民館） 15

・ 〃 赤川地区 （赤川地区公民館） 13人

《第２回》 令和２年２月16日（日）

・大畑町木野部地区（ 人木野部地区公民館） 15

・ 〃 赤川地区 （赤川地区公民館） 13人

○「むつ市燧岳地熱資源開発調査に係る報告会」の開催

・令和２年１月15日（水 （風間浦村下風呂公民館））

人 人風間浦村下風呂財産区管理会 ４ 風間浦村役場 １

人 人下風呂温泉旅館組合 ５ 風間浦村商工会 １

「むつ市燧岳周辺地熱開発研究会」○

（※）新型コロナウイルス感染症の発生状況を踏まえ開催中止

「地熱先進地見学会」の開催○

・見学施設：北海道電力 森地熱発電所

北海道森町熱利用施設（トマトのハウス栽培）

《第１回》 令和元年８月26日（月）～27日（火）

・大畑町赤川及び木野部地区住民 10人

《第２回》 令和元年10月29日（火）～30日（水）

人・下風呂財産区管理会関係者 ３

149,520円 ３者協定締結により、JOGMEC燧岳周辺地域地熱開発ポテンシャル調査事業

の助成率低減に係る課題等が解

平成27年度以降、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 消され、事業の進捗を図ること

(JOGMEC)の補助制度を活用して燧岳における地熱資源開発を推進し ができる環境が再構築された。

ていたが、助成率の見直しを受け、平成29年度、事業推進体制を見 少しずつではあるものの、住

直し、指名型プロポーザルによって中部電力（株）を連携事業者と 民理解等での進捗が見られる。

した。

むつ市、弘前大学北日本新エネルギー研究所（現：弘前大学地域

戦略研究所）及び中部電力（株）の３者で協定を締結し、調査事業

の主体を中部電力（株）として事業を進めている。

○連絡調整等に係る職員普通旅費 149,520円
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

再 生 可 能 143,660,000円 むつ市総合アリーナへの太陽再生可能エネルギー導入事業

エ ネ ル ギ ー 光発電設備導入による電力コス

推 進 費 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業補助金を活用し、おお トの低減が見込まれ、この低減

（続き） みなと臨海公園内に太陽光発電設備を導入した。 額の転用を資金源としたスポー

ツ産業・健康産業に係る施策の

○おおみなと臨海公園再生可能エネルギー活用型事業 展開が図られる。

・むつ市総合アリーナ太陽光発電設備設置工事監理業務委託

8,910,000円

・むつ市総合アリーナ太陽光発電設備設置工事 134,750,000円

庁 舎 管 理 費 13,750,000円 10年経過の老朽化による更新本庁舎空調設備改修工事

167,260,307 マルチエアコン室内機 ６台 に併せ、寒冷地仕様のエアコン

マルチエアコン室外機 ３台 としたことで、暖房能力が上昇

した。

26,950,000円 新設より30年経過しており、本庁舎非常用発電機更新工事

非常用発電機 １式 老朽化が著しいことから更新し

た。

広 報 費 23,007,954円 市民と市の取組や行事等の情広報紙発行

39,967,299 報を発信したことで、市民協働

年間12回発行し、町内会経由等で市民へ配布。 によるまちづくりの推進に寄与

した。

12,111,108円 「むつ市広報タイム」におい株式会社エフエムむつによる情報提供

て広報紙へ掲載した内容を耳で（愛称「エフエム・アジュール ）」

聞く情報としてラジオを通じて

定期番組放送 むつ市広報タイム 7,449分 広く発信し、また、市議会の中

継や再放送が行われたことで市

政への関心を高めることに繋が

不定期情報 当市からの不定期の放送依頼に応 387分 った。

放送 じて放送局がリアルタイムで放送 加えて、各課から随時、放送

（迷子、熊目撃など） 依頼を行っているため、市民に

身近で、必要な情報を即時的に

議会放送 市議会中継等の放送 7,811分 発信することができた。

緊急防災情報 災害時、緊急時など必要に応じて 4分

放送 適宜放送（24時間体制維持）
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

コ ミ ュ ニ テ ィ むつ市地域の明るい未来づくむつ市地域の明るい未来づくり応援補助金

推 進 費 交付額 10,802,649円 り応援補助金交付要綱の規定に

15,954,859 より、町内会等が行う自主的な

①地域コミュニティ・チャレンジ事業 市民活動の実施及び活動拠点の

（町内会の運営や事業実施に対する補助） 整備に要する経費に対し補助金

164件 6,847,790円 を交付した｡

②活動拠点整備事業

・活動拠点設置等補助

（集会所の新築、増・改築、修繕に対する補助）

４件 3,554,124円

・活動拠点用地借上げ補助

（集会所用地借上げに対する補助）

５件 400,735円

町 会 名 補助区分 交 付 額

出 戸 500,000修 繕

角 違 565,763修 繕

近 川 1,906,200修 繕

川内町浜町 582,161修 繕

横 迎 町 123,991土 地借受料

大湊上町 26,452土 地借受料

下 北 町 93,734土 地借受料

田名部町 140,250土 地借受料

近 川 16,308土 地借受料

計 9件 3,954,859

(一財)自治総合センターからコミュニティ助成事業助成金

２件 交付額 3,800,000円 の助成金を財源に、各コミュニ

ティ団体に助成金を交付し、コ

ミュニティ活動の促進に寄与し

コミュニティ団体 交 付 額 た。

金谷町内会（むつ） 2,000,000

柳町町内会（むつ） 1,800,000
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

経 営 改 善 費 489,000円 平成30年度から取組を開始し行政改革推進事業（接遇インストラクター研修）

8,618,600 た窓口改革において、受講者２

庁内における窓口改革への意識強化を図るため、接遇対応のリー 人は新採用職員のトレーニー研

ダー的役割を担う職員２人が民間のインストラクター養成研修を受 修をはじめ、様々な研修を担当

講した。 してきた。

参加研修名：ビジネスマナーインストラクター養成セミナー 今回のセミナー受講により、

期 日：令和２年２月６日～令和２年２月８日 接遇マナー等の指導についてス

場 所：東京都 キルアップすることができ、今

参加者数：２人 後は、更に受講した内容を活用

支出内訳：旅 費 170,000円 し、多様化していく市民ニーズ

受講料 319,000円 に対応できる職員の資質向上に

寄与するように努めていく。

情 報 管 理 費 111,251,773円 住民情報システムはパッケーシステム管理運営事業

312,929,808 ジソフトを導入したことにより、

住民情報システムで稼働する、住民基本台帳、市税、国保及び介 制度改正等に伴うシステム改修

護保険等基幹業務システムの情報管理と処理並びに制度改正対応や やシステムアップデートなどの

機器等の保守、WebGIS、財務情報、グループウェア等の運用保守 作業に迅速かつ正確に対応して

のほか、公用パソコン等情報機器調達管理、他団体の給与計算業務 いる。また、本庁舎をはじめ各

を受託処理している。 分庁舎での住民情報の即時処理、

各種証明書及び通知書の即時発

【運用システム】 行についても、円滑な業務実施

・住民情報システム（人事給与システム含む） に寄与した。

59,650,000円 WebGIS、財務情報システム、

①住民記録システム（住民基本台帳ネットワークシステム含む） グループウェア等のシステム

②外国人登録システム ③印鑑登録システム 化は、行政事務の効率化につな

④選挙システム ⑤学齢簿管理システム がっている。

⑥宛名・納付システム ⑦国民健康保険賦課システム

⑧個人住民税システム ⑨固定資産税システム

⑩軽自動車税システム ⑪法人住民税システム

⑫保育所保育料システム ⑬子ども子育て支援システム

⑭収納管理システム ⑮国民健康保険資格システム

⑯国民年金システム ⑰介護保険システム

⑱後期高齢者医療システム ⑲児童手当システム

⑳人事システム ㉑給与システム

㉒福利厚生

・固定資産業務支援GIS・WebGISシステム保守業務委託

2,310,000円

・財務情報システム利用契約 4,727,160円

・グループウェア保守業務委託 1,635,000円

【調達管理】

・公用パソコン等機器賃借料 2,113,776円

・タブレットパソコン賃借料 3,394,980円

・コピー複合機使用料 22,822,244円

【受託処理業務】

① 下北地域広域行政事務組合 職員給与計算

② 一部事務組合下北医療センター 職員給与計算
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

情 報 管 理 費 76,258,098円 総合行政ネットワーク（LGWAネットワーク管理運営事業

（続き） N）及び各庁舎間ネットワーク

国と市町村を接続する総合行政ネットワーク（LGWAN)をはじめ、 の活用により、各庁舎及び公共

各庁舎及び公共施設を接続する情報ネットワークの運用管理、ま 施設間での迅速な情報共有を可

た、市内のブロードバンドゼロ地域解消を目的に、市内５地区に整 能とすることで事務の効率化が

備した光ファイバケーブル等設備と、地上デジタル放送の難視地区 図られた。

伝送路の維持管理を行っている。 また、ブロードバンド光ファ

イバケーブル等設備を通信事業

・情報ネットワーク管理業務委託 40,480,000円 者に貸し出し、住民への安定し

・光ファイバ芯線等保守管理業務委託 5,562,700円 たインターネットサービスを提

・支障ケーブル移設工事 供するとともに、設備の保守を

（川内町桧川地区、川内町桧川川代地区、川内町田野沢地区、 行い、障害、支障ケーブル等の

大畑町二枚橋地区、脇野沢七引地区） 対応を迅速に行った。

5,016,000円

27,275,665円 老朽化・保守期間経過した端住民情報システム機器更新事業

末及びＯＣＲ機器の更新によ

住民情報システムを安定稼働させるため、老朽化・保守期間経過 り、現システムがより安定に稼

した端末及びＯＣＲ機器の更新、システム改修を行った。 働され、業務の継続が図られ

た。

・住民情報システム用パソコン更新業務委託 3,190,000円

・住民情報システム改元対応業務委託 4,290,000円

・ＯＣＲ機器更新業務委託 7,171,200円

・住民情報システム機器購入費 12,624,465円

22,002,310円 職員用パソコンの更新により職員用パソコン更新事業

安定した稼働を継続することが

Windows7の延長サポート終了に伴って、職員用パソコンの更新を できた。

行った。

・パソコン等購入費 22,002,310円
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

地 方 創 生 関 連 下北半島内の６市町村、交通下北ジオパークによる観光地域づくり（しもきたDMO）推進事業

交 付 金 事 業 費 19,015,000円 事業者及び観光関連団体、計12（TABI負担金）

36,191,462 団体で組織される「しもきたTA

「しもきたTABIあしすと」へ負担金を拠出することで、観光とジ BIあしすと」へ負担金を拠出。

オパークの一体的な取組を推進するとともに、令和２年度中の地域 「しもきたTABIあしすと」で

連携DMO登録を目指すことで、交流人口、関係人口の増加や経済活 は、着地型旅行商品の企画造成

性化、雇用の創出など、持続可能な地域社会形成を図ることを目的 のほか、昨年に引き続き、観光

とする事業。 ルートバスの予約システム、ク

レジットカード決済、宿泊がセ

・令和元年度（一社）しもきたTABIあしすと決算状況 ットとなった商品を販売したと

ころ、前年度よりも申込が増加

区 分 金 額（円） し、乗客数は35.7％増加した。

令和元年度は、地域連携DMO

収入（しもきたTABIあしすと総事業費） 51,671,483 候補法人として、マーケティン

グ調査、マーケティング研究会

市町村等会費及び負担金 33,708,000 及び研修会への参加、DMO部会

を開催し、令和２年３月31日

ぐるりんしもきた号運行事業収入 9,973,304 「日本版DMO法人」に認定され

た。

その他商品販売 4,056,765

雑収入・預り金 1,406,181

平成30年度繰越金 2,527,233

支出 49,030,005

事務費 24,249,993

事業費 24,780,012

ぐるりんしもきた号運行事業 10,726,410

その他商品販売 3,836,911

下北ジオパーク関連事業 120,443

観光PR事業 1,105,096

広域パンフレット制作事業 5,797,880

陸奥湾誘客宣伝推進事業 384,000

ポータルサイト運営事業 1,528,798

観光案内所運営事業 734,362

インバウンド事業 350,582

DMO推進事業 195,530

令和２年度への繰越金 2,641,478
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

地 方 創 生 関 連 （一社）しもきたTABIあしすと事業実績

交 付 金 事 業 費

（続き） ○ぐるりんしもきた号運行事業

二次交通網整備の一環として下北半島の周遊・滞在型観光の

推進を図る目的で『ぐるりんしもきた号』を運行した。

旅行者の利便性向上を目指し、昨年に引き続き、ホームペー

ジへ予約システム、クレジットカード決済、宿泊を伴う商品の

販売を行った。

○その他商品販売事業

定置網漁獲体験ツアー、下北ジオダイニング等の旅行商品を

企画・実施し、ぐるりんしもきた号のオプショナルツアーとし

て好評を得た。

○下北ジオパーク関連事業

市ジオパーク推進課と連携し、ランナーズヴィレッジわきの

さわモニターツアーを実施し、下北半島・ジオパークのPRを行

った。

○観光PR事業

各種メディアを活用した首都圏等へのPR活動を実施し、地域

の観光資源やイベント情報等を効果的に発信した。

○広域パンフレット制作事業

広域パンフレット「ぐるりんしもきた」を簡易版（８ペー

ジ）８万部、完全版（64ページ）５万1,000部発行し、観光施

設等への備付け・イベント開催時・送付依頼などに対応し、広

く配布することで下北地域の観光PRに努めた。

○陸奥湾誘客宣伝推進事業

「リゾートあすなろ誘客宣伝推進協議会」（事務局：青森県

誘客交流課）へ構成６自治体分の負担金を拠出。列車内でのパ

ンフレットの配布等に協力し、JR大湊線利用促進に寄与した。

○ポータルサイト運営事業

しもきたTABIあしすとホームページ「ぐるりんしもきた」の

保守及び維持管理のほか、ツアー商品の情報がよりわかりやす

いようレイアウト変更を行い、システムの改良を行った。

○観光案内所運営事業

下北の玄関口であるJR下北駅近くにある「観光案内所」を下

北地域全体の観光案内所として運営、利用者のサービス向上を

図った。

○インバウンド事業

インバウンド向けの商談会への参加したほか、県内大学の台

湾人留学生を対象にモニターツアーを実施するなど、インバウ

ンド観光客の誘客促進に努めた。

○DMO推進事業

地域DMO候補法人として、ツアー参加者及び市内宿泊事業者

等へのアンケートを行うなどマーケティング調査を実施したほ

か、マーケティング研究会及び研修会への参加、DMO部会を設

置し、部会を開催した。
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

地 方 創 生 関 連 下北ジオパークin上野動物園下北ジオパークによる観光地域づくり（しもきたDMO）推進事業

交 付 金 事 業 費 17,176,462円 の開催、ジオフェス下北や学習（下北GP推進事業）

（続き） ・活動発表会の開催など、地域

下北地域の各種団体が一丸となってジオパーク活動へ取り組んで 内外に対し認知度向上につなが

いくため組織された「下北ジオパーク推進協議会」を運営し、日本 る活動を展開したことに加え、

ジオパークネットワーク地域として、「保護・保全」「教育・研究」 開発に協力していた下北（ジ）

「経済活動」の取組を加速させ、持続可能な地域づくりを進める。 オでんの認定商品化など着実な

成果が表れている。

・ジオパーク推進員報酬 ２ 7,920,000円 今後は、しもきたTABIあしす人

・旅費 2,167,375円 とと連携してのジオガイドを活

・需用費 89,087円 用した常設ジオツアーや、認定

・負担金（推進協議会へ） 7,000,000円 商品のPRなどを通じて、交流人

合計 17,176,462円 口の拡大を図っていく。

庁 舎 建 設 費 252,531,708円 大畑小学校北棟を大畑庁舎と大畑庁舎移転事業

252,531,708 して転用するための改修工事を

○大畑小学校北棟改修工事（建築・電気設備・機械設備工事） 行い、令和２年３月23日から供

用開始した。

〇防災行政無線施設等移設工事 また、令和２年度に実施する

旧大畑庁舎等の解体のための実

〇イントラケーブル移設工事 施設計を実施した。

○大畑小学校北棟改修工事監理業務委託

〇庁内基幹ＮＷ（ネットワーク）整備業務委託

〇旧大畑庁舎外解体工事実施設計業務委託
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

税 務 総 務 費 市民への申告相談や無申告世市民税関係

300,020,312 帯に対する申告指導を行い、適

正な課税に努めた。申 告 相 談 ２月10日から ３月16日まで ４会場で実施し、

7,124件を受付。

無申告世帯 文書等による催促及び臨戸調査の上、申告指導を

実施

（単位：円）課税額（現年度分）

対前年増減税 目 課税対象 調 定 額

2,429,382,489 ▲29,055,782個 人 市 民 税 27,596人

336,647,000 ▲37,369,000法 人 市 民 税 1,112法人

156,866,400 4,184,900
軽 自 動 車 税

22,036台
種 別 割

1,796,100 1,796,100
軽 自 動 車 税

環 境 性 能 割

531,304,372 ▲749,720市 た ば こ 税 94,125,826本

入 湯 税 11,571人 1,735,650 ▲88,050

3,457,732,011 ▲61,281,552合 計

土地については、課税客体を固定資産税関係課税額（現年度分） （単位：円）

より正確かつ効率的に把握し、

税 目 対前年増減 適正な課税に努めた。課税対象 調 定 額

家屋については、合計218棟

2,166,185,300 5,386,800 の新増築分の調査を実施し、適固 定 資 産 税 25,442件

正な課税に努めた。

162,583,700 2,322,500 償却資産については、申告指都 市 計 画 税 15,563件

導をそれぞれ実施し、適正な課

税に努めた。国有資産等所在 54,793,500 ▲2,379,0005団体
市町村交付金

2,383,562,500 5,330,300合 計

家屋調査件数新増築

・木 造 家 屋・・・ 193 棟（うち増築分 ９ 棟）

・非木造家屋・・・ 25 棟（うち増築分 ０ 棟）

17,355,600円 精度の高い課税資料の整備に固定資産評価替え事業（継続費）

より、事務の効率化及び納税義（単位：円）

務者に対する説明責任等が図ら

年 度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 合 計 れ、公平かつ適正な課税に努め

ることが可能となる。

予算額 3,443,040 17,355,600 17,906,400 38,705,040

決算額 3,443,040 17,355,600 ― ―
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

税 務 総 務 費 本事業は、令和３年度の固定資産評価替えに伴い、鑑定評価、

（続き） 路線価付設等、それらに付随する固定資産土地評価関連業務を

実施し、公平かつ適正な評価を行うため、必要な課税資料を整

備するものである。

市 税 等 徴 収 費 累積滞納者と新たな滞納者を収 納

94,768,632 増やさないため、夜間・休日窓

口の開設、臨戸訪問（夜間訪問

を含む。）、各種催告、差押え

等を実施し、市税収入の確保が

図られた。

（単位：円、％）調定額（過年度を含む）

税 目 令和元年度決算 平成30年度決算 増 減 額 増減率

Ｃ/ＢＡ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ）

2,880,379,415 2,947,783,103 ▲67,403,688 ▲2.3市 民 税

2,380,731,075 2,381,198,339 ▲467,264 ▲0.02固定資産税

170,195,100 163,379,543 6,815,557 4.2軽自動車税

531,304,372 532,054,092 ▲749,720 ▲0.1市たばこ税

176,716,706 174,823,544 1,893,162 1.1都市計画税

1,735,650 1,823,700 ▲88,050 ▲4.8入 湯 税

6,141,062,318 6,201,062,321 ▲60,000,003 ▲1.0合 計

（単位：円、％）収入済額（過年度を含む）

税 目 令和元年度決算 平成30年度決算 増 減 額 増減率

Ｃ/ＢＡ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ）

2,760,614,570 2,823,621,107 ▲63,006,537 ▲2.2市 民 税

2,208,289,105 2,205,461,603 2,827,502 0.1固定資産税

156,772,857 151,025,143 5,747,714 3.8軽自動車税

531,304,372 532,054,092 ▲749,720 ▲0.1市たばこ税

162,015,504 159,488,630 2,526,874 1.6都市計画税

1,735,650 1,823,700 ▲88,050 ▲4.8入 湯 税

5,820,732,058 5,873,474,275 ▲52,742,217 ▲0.9合 計
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

（単位：円、％）市 税 等 徴 収 費 差押えの状況

（続き）

令 和元年度Ａ 平成 3 0年度Ｂ 増減Ｃ(Ａ－Ｂ)

区 分

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

動 産 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0不動産

自動車 0 0 0 0 0 0

183 53,207,195 285 39,097,348 △102 14,109,847債 権

183 53,207,195 285 39,097,348 △102 14,109,847合 計

※令和元年度 債権差押えの内訳

国税還付金 109件 4,598千円 給 与 26件 19,017千円

預貯金 39件 16,255千円 その他 ９件 13,337千円

（単位：件、千円、％）納税貯蓄組合の市税取扱状況

納税組合取扱全 体 納税貯蓄組合

割合(全体比)税 目

(収入額) ％件 数 調 定 収 入 徴収率 件 数 調 定 収 入 徴収率

7,082 714,180 675,933 94.6 635 95,649 92,833 97.1 13.7個人市県民税 普通徴収( )

25,442 2,328,769 2,295,525 98.6 1,807 102,413 102,081 99.7 4.4固定資産税（純固＋都市）

7,955 1,090,497 1,008,989 92.5 581 126,944 122,276 96.3 12.1国民健康保険税（普通徴収）

22,036 156,866 152,681 97.3 1,456 8,579 8,235 96.0 5.4軽 自動車税

2,064 107,762 95,620 88.7 12 988 973 98.5 1.0介護保険料（普通徴収）

合 計 64,579 4,398,074 4,228,748 96.1 4,491 334,573 326,398 97.6 7.7

納税成績向上のため83組合口座振替

に補助金(8,075,706円）を交◎振替件数･振替金額

付するとともに、納税貯蓄組合市県民税 7,452件 149,116千円

連合会を通じて、納税思想の普固定資産税（純固＋都市） 40,349件 423,422千円

及を図った。軽自動車税 1,911件 12,840千円

国民健康保険税 11,250件 268,265千円

介護保険料 1,059件 11,216千円

計 62,021件 864,859千円

コンビニ収納

◎収納件数・収納金額

軽自動車税 10,396件 77,559千円
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

戸 籍 住 民 基 本 21,337,647円 窓口業務に特化した窓口サー窓口サービス専門員関係

台 帳 費 ビス専門員を配置することで、

131,063,331 多様な住民ニーズに応え、来庁者の方が満足できる住民サービス スムーズな業務処理の向上及び

を提供するため、本庁舎、川内庁舎及び大畑庁舎に、総数12 の窓 来庁者の待ち時間の短縮につな人

口サービス専門員を配置し、証明書発行や住民基本台帳の異動事務 がっているものである。

等を行っている。 毎年度、継続的な運用を行う

本庁舎においては、利用者の最も多い市民課の窓口業務に精通し ことで、より一層の住民サービ

ている窓口サービス専門員が、総合案内の業務も並行して行うこと スの向上が図られる。

で全庁的なサービス向上を図っている。

〇窓口サービス専門員配置

人・本 庁 舎 ８

人・川内庁舎 ２

人・大畑庁舎 ２

人合 計 12

668,616円 令和元年度末で交付済の累計社会保障・税番号制度対応事業

枚数は8,479枚となり、むつ市

個人番号カードの円滑な交付のため、申請状況に応じて休日交付 の人口に対する交付率は14％を

窓口及び平日の夜間窓口を開設し交付事務を行った。 超えている。

・平成28年２月、個人番号カード交付開始

・個人番号カード休日交付窓口開庁

・個人番号カード交付実績 平成27年度 769枚

平成28年度 4,198枚

平成29年度 1,002枚

平成30年度 779枚

令和元年度 1,731枚

交付済累計 8,479枚
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

青 森 県 経済的かつ適正に選挙を執行第19回青森県議会議員一般選挙

議 会 議 員 ○平成31年４月７日執行 した。

一 般 選 挙 費 ・投票所数 69か所

19,421,770 ・期日前投票所数 ５か所

・不在者投票所数 １か所

〈投票状況〉

当 日 の 投 票 者 数（人） 前 回

区分 有権者数 投票率 投票率 増 減

（人） 総 数 投票所 期日前 不在者 (第18回)

男 23,280 13,230 7,628 4,686 916 56.83％ 57.88％ △1.05％

女 25,261 13,718 8,028 5,535 155 54.31％ 55.12％ △0.81％

計 48,541 26,948 15,656 10,221 1,071 55.52％ 56.44％ △0.92％

【参考】

・平成30年度決算額 12,665,393円

・令和元年度決算額 19,421,770円

事業費合計額 32,087,163円

青 森 県 経済的かつ適正に選挙を執行第21回青森県知事選挙

知 事 選 挙 費 ○令和元年６月２日執行 した。

32,789,032 ・投票所数 69か所

・期日前投票所数 ５か所

・不在者投票所数 １か所

〈投票状況〉

当 日 の 投 票 者 数（人） 前 回

区分 有権者数 投票率 投票率 増 減

（人） 総 数 投票所 期日前 不在者 (第20回)

男 23,183 10,664 5,939 4,479 246 46.00％ 50.29％ △4.29％

女 25,215 10,950 6,104 4,724 122 43.43％ 47.13％ △3.70％

計 48,398 21,614 12,043 9,203 368 44.66％ 48.64％ △3.98％
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事 業 項 目 及 び

実 績 内 容 事 業 効 果事業費（決算額）

円

参 議 院 議 員 経済的かつ適正に選挙を執行第25回参議院議員通常選挙

通 常 選 挙 費 ○令和元年７月21日執行 した。

38,597,705 ・投票所数 69か所

・期日前投票所数 ５か所

・不在者投票所数 １か所

〈投票状況〉

当日の 投 票 者 数（人） 前 回

区分 投票率 投票率 増 減有 権 者 数

（人） 総 数 投票所 期日前 不在者 在 外 (第24回)

男 24,095 11,507 5,845 5,374 288 0 47.76％ 58.04％ △10.28％

選

挙 女 25,704 11,122 5,614 5,390 118 0 43.27％ 54.30％ △11.03％

区

計 49,799 22,629 11,459 10,764 406 0 45.44％ 56.10％ △10.66％

比 男 24,095 11,506 5,845 5,373 288 0 47.75％ 58.03％ △10.28％

例

代 女 25,704 11,119 5,614 5,387 118 0 43.26％ 54.31％ △11.05％

表

計 49,799 22,625 11,459 10,760 406 0 45.43％ 56.10％ △10.67％

む つ 市 経済的かつ適正に選挙を執行第16回むつ市議会議員一般選挙

議 会 議 員 ○令和元年10月６日執行 した。

一 般 選 挙 費 ・投票所数 69か所

54,862,076 ・期日前投票所数 ５か所

・不在者投票所数 １か所

・移動期日前投票所数 ３か所（高等学校３校）

〈投票状況〉

当 日 の 投 票 者 数（人） 前 回

区分 有権者数 投票率 投票率 増 減

（人） 総 数 投票所 期日前 不在者 (第15回)

男 23,311 13,271 7,431 5,415 425 56.93％ 62.09％ △5.16％

女 25,277 14,602 7,867 6,630 105 57.77％ 63.07％ △5.30％

計 48,588 27,873 15,298 12,045 530 57.37％ 62.60％ △5.23％

【参考】

移動期日前投票所は、高等学校3校で4回実施し、高校生93人、

一般82人、合計176人の投票があった。

移動期日前投票所の開設により18歳の投票率が大幅に伸びた。

※直近の参議院議員通常選挙に比べ、23.83％の増



- 33 -

２．民生部門
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

障 害 福 祉 費 1,492,302,476円 障害者又は障害児に、自宅や障害福祉サービス事業

2,054,114,407 施設等で入浴、食事等の介護

利用者数 ･････652人 内訳：身体障害者･････170人 や、就労のための訓練等、日常

知的障害者･････308人 生活や社会生活への支援を行っ

精神障害者･････159人 た。

難 病 患 者･････ 1人

障 害 児･････ 14人

(単位：人、円)

区 分 事業所数 利用実人数 利用延べ人数 給 付 額

居 宅 介 護 17 143 1,307 128,912,626

重 度 訪 問 介 護 1 1 3 779,190

同 行 援 護 2 5 38 1,221,740

療 養 介 護 3 13 144 35,925,879

生 活 介 護 36 233 2,622 531,771,750

短 期 入 所 12 48 248 11,693,070

施 設 入 所 支 援 24 154 1,797 231,715,386

自立訓練 (生活訓練 ) 7 34 273 36,599,461

宿 泊 型 自 立 訓 練 5 26 213 23,194,356

就 労 移 行 支 援 2 17 120 17,675,610

就 労 継 続 支 援 Ａ 型 7 33 335 38,427,410

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 30 206 2,176 292,121,254

共 同 生 活 援 助 30 78 775 118,248,982

就 労 定 着 支 援 1 2 10 212,700

地 域 移 行 支 援 3 4 18 747,225

計 画 相 談 支 援 45 608 1,439 23,039,200

高額障害福祉サービス費 2 10 16,637

合 計 11,528 1,492,302,476
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

障 害 福 祉 費 122,815,174円 障害のある児童に、事業所へ障害児通所支援事業

（続き） の通所により、日常生活におけ

利用者数 ･････117人 内訳：未就学児･････27人 る基本的動作の指導や、生活能

小 学 生･････55人 力向上のための訓練等の支援を

中 学 生･････20人 行った。

高 校 生･････15人

(単位：人、円)

区 分 事業所数 利用実人数 利用延べ人数 給 付 額

児 童 発 達 支 援 3 47 307 31,379,248

医療型児童発達支援 1 1 1 17,010

放課後等デイサービス 6 75 743 86,356,508

障 害 児 相 談 支 援 4 113 280 5,043,100

高額障害児通所給付費 2 10 18,745

肢体不自由児通所医療費 1 1 1 563

合 計 1,342 122,815,174

10,073,359円 障害福祉サービスの「療養介療養介護医療費給付事業

(単位：人、円) 護」を利用する障害者に対し、

医療に係る部分について、その

給付者数 医療費総額 保険者負担 公費負担 自己負担 医療費の一部を給付した。

13 124,586,900 112,139,673 10,073,359 2,373,868

22,154,247円 身体障害者(児)の日常生活や身体障害者(児)補装具費支給事業

(単位：件、円) 社会生活の向上を図るため、そ

の失われた身体機能や損傷のあ

区 分 件数 総費用額 公費負担 自己負担 る身体機能を補うための用具を

給付し、福祉の増進を図った。

身 交 付 56 9,392,994 9,107,935 285,059

体

障 修 理 59 2,073,138 2,044,278 28,860

害

者 計 115 11,466,132 11,152,213 313,919

身 交 付 50 10,663,110 9,916,769 746,341

体

障 修 理 15 1,177,451 1,085,265 92,186

害

児 計 65 11,840,561 11,002,034 838,527

合 計 180 23,306,693 22,154,247 1,152,446
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

障 害 福 祉 費 172,506,393円 身体障害者が、障害を除去又自立支援医療費(更生医療)給付事業

（続き） (単位：件、円、人） は軽減し、日常生活能力又は職

業能力を回復させるための医療

を受けた場合、その医療費の一給付 医療費の内訳
部を給付した。区 分

件数 公費負担 保 険 負 担 自己負担 実人数

肢体不自由障害 4 139,016 2,886,495 160,979 4

入

心臓機能障害 63 13,078,732 64,417,078 304,078 55

じん臓機能障害 300 51,109,120 93,918,906 513,929 33

院

367 64,326,868 161,222,479 978,986 92計

じん臓機能障害 1,853 107,583,376 525,437,730 6,425,524 273

入

肝臓機能障害 10 67,276 217,252 33,832 4

院

免疫機能障害 7 528,873 4,097,547 60,000 3

外

1,870 108,179,525 529,752,529 6,519,356 280計

2,237 172,506,393 690,975,008 7,498,342 372合 計

7,904,806円 障害者やその家族、保護者か相談支援事業

(単位：人、件、円) らの相談対応や必要な情報提供

を行うため、３か所の相談支援

委託事業所 利用実人数 延べ相談件数 委託金額 事業所へ委託し、相談支援を行

った。

と な み 療 護 園 109 540 2,600,000 また、障害者等の地域生活支

援のため、地域自立支援協議会

ハートランドさくら 88 436 2,600,000 において関係機関による協議を

行った。

ぱ れ っ と 78 447 2,600,000

合 計 275 1,423 7,800,000

旅費、消耗品費等 104,806

17,851,429円 在宅の重度障害者(児)に対日常生活用具給付事業

(単位：件、円) し、日常生活の便宜を図るため

各種用具を給付し、日常生活の

区 分 件 数 総費用額 公費負担 利 用 料 向上と福祉の増進を図った。

障害者 1,427 16,144,019 15,679,771 464,248

障害児 119 1,707,410 1,572,112 135,298

合 計 1,546 17,851,429 17,251,883 599,546
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

障 害 福 祉 費 14,200,000円 障害者等に対し創作活動又は地域活動支援センター事業

（続き） ○地域活動支援センターⅠ型：ハートランドさくら 生産活動の機会の提供、社会と

補 助 金 額：9,000,000円 （単位：人、日、人/日） の交流の促進等の便宜を供与す

るため、当事業を行う事業所に

対し補助を行った。在籍人数 利用実人数 開所日数 利用延べ人数 平均利用者数

70 52 243 6,400 26.33

○地域活動支援センターⅢ型：アックス工房

補 助 金 額：5,200,000円 （単位：人、日、人/日）

在籍人数 利用実人数 開所日数 利用延べ人数 平均利用者数

14 14 150 1,403 9.35

6,812,500円 在宅又は施設での入浴が困難訪問入浴サービス事業

(単位：人、回、円) な重度の身体障害者(児)に対

し、巡回入浴車で利用者宅を訪

区 分 実人数 延回数 総費用額 公費負担 利用料 問し入浴の支援を行った。

障害者 8 545 6,812,500 6,801,650 10,850

2,675,530円 障害者等の日中における活動日中一時支援事業

(単位：人、回、円) の場を確保し、家族の就労支援

及び家族のケアを一時的に代理

区 分 実人数 延回数 総費用額 公費負担 利用料 し、負担の軽減を図った。

障害者 26 1,136 1,771,880 1,771,880 0

障害児 34 299 903,650 829,509 74,141

合 計 60 1,435 2,675,530 2,601,389 74,141

57,225,483円 重度心身障害者の健康保持及重度心身障害者医療費助成事業

○受給対象者・・・・786人 内訳：身体障害者・・・・522人 び増進を図るため、医療費を助

知的障害者・・・・189人 成し、その負担の軽減及び福祉

精神障害者・・・・ 75人 の増進を図った。

(単位：人、件、円)

種 別 受給者数 給付件数 給 付 額

国民健康保険 277 5,738 33,588,678

社 会 保 険 等 204 1,025 10,125,638

後期高齢者医療 305 2,247 12,851,706

合 計 786 9,010 56,566,022

※合計額は、決算額から高額介護合算療養費にかかる歳入659,461円を
差し引いた額になっています。
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

障 害 福 祉 費 27,397,280円 著しい重度の障害により日常特別障害者手当等給付事業

（続き） (単位：円、人) 生活において常時の介護を必要

とする在宅の特別障害者(児)に

区 分 対し手当を支給し、その負担の特別障害者手当 障害児福祉手当 福祉手当(経過的)

軽減及び、福祉の増進を図った。

特別障害者2 0 歳 以 上 の 2 0 歳 未 満 の 20歳以上で
在宅心身障害者 在宅心身障害児 受給できない者受 給 要 件 手当を

月 額 単 価 27,200 14,790 14,790

受給者延人数 588 774 0

支 給 総 額 15,967,600 11,429,680 0

受 給 者 数
46 64 0R2.3.31現在

1,122,581円 障害児が、障害を除去又は軽自立支援医療費(育成医療)給付事業

(単位：件、円、人） 減し、日常生活能力を回復させ

るための医療を受けた場合、そ

の医療費の一部を給付した。給付 医療費の内訳
区 分

件数 公費負担 保 険 負 担 自己負担 実人数

視 覚 障 害 5 332,549 1,770,131 37,500 5

2 89,500 1,140,298 7,472 1入 聴覚・平衡機能

2 148,706 720,864 15,000 2
音 声 ・ 言 語
そ し ゃ く

肢体不自由 3 132,907 479,345 14,488 2

院

内 部 障 害 3 190,282 3,483,768 12,500 2

15 893,944 7,594,406 86,960 12計

27 158,071 1,184,042 40,027 11
音 声 ・ 言 語
そ し ゃ く

入

肢体不自由 30 69,082 376,105 44,533 6
院

内 部 障 害 5 1,484 11,872 1,484 2
外

62 228,637 1,572,019 86,044 19計

合 計 77 1,122,581 9,166,425 173,004 31



- 40 -

事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

民 生 社 会 費 青少年の健全育成を目的に青少年健全育成事業

1,504,353 青少年健全育成地域研修会 地域研修会を行い、青少年の問

題を把握を図った。

開催場所（開催日） 参 加 者 児童の登下校中の安全のため、

ボランティアによる通学路等の

むつ来さまい館（7/26） 34人 見守り活動を実施し、声掛け事

案に対応するなど児童の安全確

保が図られた。

青少年健全育成（防犯活動に係る貸与事業）

参加団体数 参 加 者

27団体 246人

【経費内訳】

・青少年健全育成地域研修会開催費 356,273円

・関連団体等に対する負担金及び補助金 840,000円

・通学路等見守り活動貸与品（ベスト70枚） 136,080円
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

老 人 福 祉 16,075,820円 老衰、身体の障害、傷病等に外出支援サービス事業

総 務 費 より外出が困難な高齢者及び障

1,162,759,165 害者に対して、リフト付きスト

登録者数 利用回数 レッチャー装着ワゴン等の利用委 託 先
区 分

を提供することにより、高齢者

む つ 市 社 会 福 祉 協 議 会 196 人 2,716 回 等とその家族の身体的、精神的

及び経済的負担の軽減を図った。

3,909,000円 老人クラブ及び老人クラブ連老人クラブ運営費補助金

合会の行う社会奉仕活動、老人

クラブ数 会員数 教養講座の開催及びスポーツ振

興事業に必要な経費を補助する

単位老人クラブ活動費補助金 ことにより、老人クラブの活性

48 クラブ 1,615 人 化を図った。

老人クラブ連合会補助金

単位老人クラブ運営費補助金 2,080,000円

老人クラブ連合会補助金 1,829,000円

88,018,625円 概ね65歳以上で、環境上の理老人保護措置事業

由及び経済的な理由で居宅生活

養 護 老 人 ホ ー ム が困難な方を入所させ、必要な

支援を行った。

市 内 県 内 計

利 用 施 設 数 1 施設 1 施設 2 施設

34 人 2 人 36 人
令和2年3月31日

措 置 人 員
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事 業 項 目 及 び

決算額) 実 績 内 容 事 業 効 果事業費(

円

児 童 福 祉 （県1/2、市1/2） 父子家庭及び母子家庭に対してひとり親家庭等医療費助成事業

総 務 費 医療費の一部を助成し、福祉の増

276,533,888 ・対象者・・・18歳までの児童と父又は母 進を図った。

対象者数 世帯数 助成件数 金 額

児童 1,099 人

父 66 人 778 世帯 17,026 件 35,357,308円

母 712 人

（国1/2、県1/4）助産施設･母子生活支援施設入所措置費

1,560,300円

○母子生活支援施設 配偶者の居ない女子又はこれに

令和元年度措置なし 準ずる事情のある女子及びその者

の監護すべき児童の母子生活支援

施設入所措置をもって福祉の増進

を図ることを目的とする。

○助産施設 経済的な理由によって産婦人科

令和元年度分措置費 1,560,300円 など適切な施設で子どもを生むこ

とができない妊産婦の助産施設入

所措置をもって福祉の増進を図っ

た。

実施月 4～7月 8～11月 12～3月 合 計

妊産婦数 1 2 1 4
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

児 童 福 祉 （国1/3、県1/3、市1/3） 父母が就労しているため放課後放課後児童健全育成事業

総 務 費 66,757,662円 の適切な保育を受けられない児童

（続き） のために、父母に代わり生活指導

を行い、放課後の児童の安全を守

国庫支出金 28,622,000円 ることにより、児童福祉の増進を

県支出金 25,079,000円 図った。

（単位：人、％）

小 学 校 名 児童数 学校別構成比 支援員数

112 16.74 7第一田名部小学校なかよし会

17.94 6第二田名部小学校なかよし会 120

65 9.72 4第三田名部小学校なかよし会

132 19.73 8苫 生 小 学 校 な か よ し 会

138 20.63 8大 平 小 学 校 な か よ し 会

41 6.13 2大 湊 小 学 校 な か よ し 会

6 0.90 2奥 内 小 学 校 な か よ し 会

27 4.04 4関 根 小 学 校 な か よ し 会

28 4.19 3川 内 小 学 校 な か よ し 会

合 計 669 44

令和２年３月末現在
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

児 童 手 当 中学校修了前の児童を養育する児童手当

措 置 費 ・交 付 金・・・ 415,620,665円 者に対して、家庭生活の安定に寄

600,914,590 ・県負担金・・・ 91,970,165円 与するために手当を支給し、児童

うち、扶助費 ・市負担金・・・ 93,323,760円 福祉の増進を図った。

(598,130,000)

区分 月額（円） 延べ人数（人） 金額（円）

被用者 15,000 6,664 99,960,000

0歳～3歳未満

一 非被用者 15,000 1,219 18,285,000

第1子･第2子 10,000 28,766 287,660,000

3歳以上小学校修了前

第3子以降 15,000 4,381 65,715,000

般

小学校修了後中学校修了前 10,000 11,772 117,720,000

施 0歳～3歳未満 15,000 2 30,000

3歳以上中学校修了前 10,000 48 480,000

設 小学校修了後中学校修了前 10,000 47 470,000

被用者 5,000 116 580,000

特 0歳～3歳未満

非被用者 5,000 35 175,000

例

第1子･第2子 5,000 788 3,940,000

給 3歳以上小学校修了前

第3子以降 5,000 117 585,000

付

小学校修了後中学校修了前 5,000 506 2,530,000

合 計 54,461 598,130,000

児 童 扶 養 手 当 父又は母と生計を同じくしてい児童扶養手当

措 置 費 ・交 付 金・・・ 128,064,764円 ない児童の世帯に家庭生活の安定

486,030,997 ・市負担金・・・ 357,966,233円 と自立の促進に寄与するために手

うち、扶助費 当を支給し、児童福祉の増進を図

(462,187,670) ○児童扶養手当事由別内訳 った。

婚 姻 生 死 未婚母

区 分 死 亡 障 害 遺 棄 拘 禁 その他 計

解 消 不 明 （父）

受給者数

596人 2人 3人 0人 0人 0人 70人 25人 743人

（母子）

（ほか、全部

受給者数

停止70人）44人 2人 1人 0人 0人 0人 0人

（父子）
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

少年センタ－費 年間を通じて、土日、祝日に少年センタ－関係

1,000,489 街頭指導活動及び特別街頭指導活動 大型店舗、遊技場、カラオケボ

ックス等で巡回指導を行い、ま

実施回数 活動人員 報告件数 た、学校の長期休業期間や祭典

時等おいては、繁華街や海水浴

92 回 259人 18件 場等で、巡回指導を行う特別街

頭指導を実施し、非行の早期発

見と未然防止に努めた。

【報告件数内訳】

・自転車（無灯火、放置自転車等） 18件

【全体経費内訳】

・少年指導員報酬及び旅費 945,807円

・関連団体等に対する負担金及び補助金 51,000円

・事務消耗品 3,682円
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

保 育 所 費 保護者の委託を受けて、幼児の法人立保育園運営費

2,301,305,417 （単位：人、円） 保育を行うことにより、福祉の増

施 設 名 定 員 金 額 進を図った。

近川保育園 50 58,378,020

並木保育園 100 117,979,290

海の子保育園 70 55,759,050

白百合保育園 120 122,137,990

小川町第二白百合保育園 110 129,035,740

ゆきのこ保育園 140 129,527,610

大平保育園 90 83,683,240

あすなろ保育園 50 54,298,270

エビナ保育園 40 38,469,500

脇野沢保育園 20 4,756,860

柳町ひまわり保育園 120 126,986,790

よしの保育園 90 112,910,240

苫生ひまわり保育園 120 112,618,930

広域入所運営費 6,134,780

合 計 1,120 1,152,676,310

幼稚園・認定こども園施設型給付費

（単位：人、円）

施 設 名 定 員 金 額

認定こども園大畑中央保育園 90 97,884,290

認定こども園希望の友保育園 70 49,712,990

認定こども園こばと幼稚園 80 47,287,865

認定こども園星美幼稚園 140 120,423,468

認定こども園むつひまわり幼稚園 176 118,743,504

認定こども園こすもす幼稚園 72 47,247,840

大湊幼稚園 75 54,083,560

あたご幼稚園 25 23,237,120

大湊カトリック幼稚園 45 35,002,830

田名部カトリック幼稚園 25 18,950,440

ナーサリーしらゆり 19 42,740,760

広域入所給付費 9,018,044

合 計 817 664,332,711

137,646,000円 ０歳児の受入拡充を目的としたむつ市民間保育所施設整備費補助金

改築に要する経費に対して民間保

ゆきのこ保育園増改築工事 育施設の補助を行い、待機児童の

・交 付 金・・・ 93,899,850円 解消、児童の福祉の増進を図った。

・市負担金・・・ 43,746,150円
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

キ ッ ズ パ ー ク 子育て中の方々からの要望にムチュ☆らんど運営事業（むつ市キッズパーク）

管 理 費 応え開設した屋内遊戯施設は、

8,537,800 旧東庁舎を改修し、子どもの健やかな成長を支援するための屋 現在、たくさんの子育て世代の

内遊戯施設として平成27年４月10日に開設した。 方々に利用いただいている。

体を動かして遊べる「動」のスペース、図書飲食コーナーや乳 ０歳児の計測と相談は、月１

幼児コーナー等の「静」のスペース、ほか子ども用のトイレ、手 回実施しており大変好評を得て

洗い及び授乳室、おむつ交換台が用意されている。 いる。

利用できる方は小学校３年生以下の児童及びその保護者、子育 また、子育て支援情報を電子

て支援団体等である。 メールで配信する「子育て応援

メールむつ」は、配信開始から

（１）利用者数 ３年を経過したが、年度末登録

26,299人 者が、1,190人となり、子育て関

係の情報取得ツールとして、広

（２ 「すくすくあかちゃん計測＆相談inムチュ☆らんど」 く活用されている。）

利用状況 これらの取組は、子育てで悩

11回開催 277人の赤ちゃんが利用 みを抱えるお母さん方を始め、

※令和２年３月は新型コロナウイルス感染予防のため中止 子育て家庭の育児不安の解消に

寄与していると考える。

（３）団体・サークル利用状況

利用団体名 利用回数 利用人数

サーク 子育てメイト 21回 1,059人ル

団 体 幼稚園・保育園 19回 510人

小学校・その他 (11団体)

（４ 「子育て応援メールむつ」）

平成29年２月１日に配信サービスを開始

登録者数 1,190人（令和２年３月31日現在）
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

（単位：円、％） 生活に困窮する被保護者に対扶 助 費 生活保護費支給状況

2,366,989,200 し、その程度に応じて必要な保扶 助 の 種 類 支 給 額 構 成 比

生 活 扶 助 費 820,528,432 35.63 護を行い、最低限度の生活の保

247,235,248 障をするとともに、自立助長の住 宅 扶 助 費 10.73

6,368,118 支援を行った。教 育 扶 助 費 0.28

86,872,991 3.77介 護 扶 助 費

医 療 扶 助 費 45.771,054,184,011

生 業 扶 助 費 0.306,766,564

葬 祭 扶 助 費 0.419,424,297

施 設 事 務 費 3.1071,484,405

就 労 自 立 給 付 金 227,005 0.01

進 学 準 備 給 付 金 0 0

合 計 100.02,303,091,071

最低限度の生活を維持するた保護の種類別被保護世帯数及び被保護人員(月平均)

（単位：世帯、人） め、世帯ごとに必要な扶助を行

被保護 被 保 護 った。
保護の種類

受給割合（％）

世 帯 人 員世 帯 人 員

生 活 扶 助 90.93 90.731,223 1,537

住 宅 扶 助 66.91 66.59900 1,128

教 育 扶 助 3.1939 54 2.90

409 420 30.41 24.79介 護 扶 助

医 療 扶 助 86.99 80.991,170 1,372

生 業 扶 助 2.01 1.9527 33

葬 祭 扶 助 0.30 0.244 4

月平均受給世帯数・人員

受給世帯 1,345世帯 受給人員 1,694人

力１か月当たりの稼働・非稼働世帯の状況 （単位：世帯、人） 生活保護法における稼働能

2人以上 割合（％） の活用の促進を図っ 。
保護の種類

単身者 た

世 帯 身者 2人以上の世帯 単

常 用 勤 労 者 世 帯 3.11 2.58世 41 34

0.23 0.15員 3 2日 雇 労 働 者 世 帯
内 職 者 世 帯 0.30 0.08働 4 1

帯 4 3 0.30 0.23その他の就業者世帯

世帯主以外稼働世帯 23 1.74

稼 働 世 帯 合 計 52 40 3.94 3.04

非 稼 働 世 帯 78.63 14.391,038 190

（単位：人） 被保護者の疾病に対して医療医療扶助人員

扶助を適用した。

割合（％）
区 分 入 院 入 院 外

入 院 入院外

延 べ 人 員 数 496 15,969

2.42 78.57１か月当たり平均 41 1,331

（単位：人） 被保護者が利用した介護サー介護扶助人員

ビスに対して介護扶助を適用し
区 分 施設入所 居宅介護

割合（％）

た。施設入所 居宅介護

延 べ 人 員 数 731 4,304

3.60 21.19１か月当たり平均 61 359
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事 業 項 目 及 び

（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果事業費

円

（単位：件） 生活困窮者から生活費や医療扶 助 費 保護の開始・廃止等の状況

（続き） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 費等の相談を受け、他法他施策区 分

325 376 465 443 を活用する助言をした。相 談

140 145 148 143 また、自助努力で生活できな申 請

119 113 123 116 い人に対しては、適切な調査を開 始

7 11 11 6 実施して保護の要否を決定する取 下

14 21 11 22 とともに、保護を要しなくなっ却 下

109 110 116 116 た人に対しては、適切な調査を廃 止

実施した上で速やかに保護を廃

止した。



 


